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加した。

シンガポール、ジョホール州、およびバタム島やビン

タン島を含むリアウ諸島州は20年以上前、国境をまたぐ

経済圏構想「成長の三角地帯」として注目を集めた（図1

参照）。この「成長の三角地帯」という名称が最初に公に

されたのは1989年12月。当時のゴー・チョクトン・シンガ

ポール副首相（前首相で、現名誉上級相）がAFP通信

社とのインタビューで初めて明らかにしたのが発端であ

る。

同構想は、リアウ諸島とジョホール両州の安価で豊富

な労働力や土地、そしてシンガポールのマネジメントの

ノウハウという、それぞれの能力を補完し合うかたちで1

つの経済圏の構築を目指すというものだった。ジョホー

ル州には同構想が公にされる前の1980年代初期から、

シンガポール企業の進出が相次いでいた。しかし、バタ

ム島への外国企業の進出が本格化するのは、同構想に

基づきインドネシアとシンガポールの2国間プロジェクトと

して1990年にバタミンド工業団地が着工してからのこと。

シンガポール、ジョホール州、バタム島を結ぶ三角地

帯は1990年代、経済圏構想「成長の三角地帯」として注

目を集めた地域だ。しかし、現在、その名前を耳にする

ことは少ない。ただ、最近になってシンガポールの人件

費や不動産賃料の高騰を受け、対岸のマレーシア南部

ジョホール州へ製造拠点を移す動きが、再び加速して

いる。また、同じく国境を接するインドネシアのリアウ諸島

州バタム島でも、長年、日系企業の撤退が相次いでい

たが、近年日系を含めた外資による新たな投資の動きも

ある。成長の三角地帯の現状をレポートする。

再び 動きだす製 造 業の拠 点シフト

マレーシア投資開発庁（MIDA）によると、シンガポー

ル対岸のマレーシア南部ジョホール州の製造業分野へ

の内外からの直接投資額（認可ベース）は2014年に211

億7,638万リンギ（約7,199億9,692万円、1リンギ＝約34

円）と、州別で最大の投資を集めた。同州では近年、複

合開発区「イスカンダル開発地域」や、東部ペンゲラン

での総合石油化学プロジェクト開発など大型プロジェク

トが進行し、内外の投資家の新たな注目が集まっている。

一方、シンガポールから南へ高速フェリーで45分ほ

どの場所にあるバタム島には現在、約990社の外国企業

が製造業を中心に拠点を置くとされる。同島では2000年

代半ばから、労働者の賃金高騰や労働争議の激化など

で、日系も含む外国企業の撤退が相次いだ。しかし、横

浜ゴムが2015年半ばから同島でマリーンホースと防舷材

の新工場設置を決めるなど、最近になって新規投資や

既存工場の拡張の動きなどもみられる。バタム・フリーゾー

ン監督庁（BIFZA）によると、2014年末時点の同島への

累計外国投資は82億7,000万米ドルと、前年比13.6％増
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【図1：成長の三角地帯】
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州に新たな工業団地を2014年6月に着工している（519

エーカー、1エーカー＝約4,047平方メートル、第1期工

事2016年完成予定）。

急 拡 大するジョホール州への内外の投 資

マレーシア投資開発庁（MIDA）によると、シンガポー

ルと国境を接するジョホール州の2014年の製造業分

野への内外からの直接投資額（認可ベース）は、211億

7,638万リンギ（約7,199億9,692万円、1リンギ＝約34円）

と前年比47％増加した（図2参照）。同州の製造業分野

への投資は、2013年、2014年に急拡大している。分野

別で2014年に最も投資を集めたのは、石油・化学分野

だ。同州東部ペンゲランでは、2万エーカー（1エーカー

＝約4,047平方メートル）に及ぶ広大な土地に石油化学

産業の集積拠点「ペンゲラン総合石油施設（PIPC）」の

整備が進む。また、PIPCのほか、同州南部5ヵ所（合計

面積：2,217平方キロ）で複合開発区「イスカンダル開発

地域」の開発も進行しており、同州は内外投資家から新

たな注目を集めている。

同州製造業分野への外国投資は2014年に78億

6,640万リンギと前年割れしたが、2010年から2013年まで

3年連続で前年比プラスだった。国別では、日本とシン

ガポールがそれぞれ1位と2位を占める。特に近年、シン

ガポールの地場メーカーのジョホール州への移転の動

きが勢いを増している。シンガポールのメーカーにとっ

て、経営コストが割安なのに加えて、車で1時間足らず

その後、バタム島への累計外国投資は、1990年の6億

8,000万米ドルから1998年には3倍以上の22億5,000万

米ドルへと急拡大。インドネシア各地から多くの労働者

がバタム島に押し寄せ、同島の労働人口も同時期に、1

万6,085人から13万9,986人へと約9倍に増加した。

シンガポールの企業を取り巻く状況は現在、人件

費と不動産賃料の急騰という、「成長の三角地帯」が

提唱された1980年代後半と酷似している。同国の労働

者の平均月給は1980年の692シンガポール・ドル（約

6万2,972円、Sドル、1Sドル＝約91円）から1990年には

1,561Sドルへと、1979年から始まった政府の高賃金政策

もあって2倍以上に上昇した。これに加え、1987年から

は外国労働者の雇用上限と外国人雇用税も引き上げら

れた。現在も人件費が大きく上昇している。人材省の統

計によると、2014年の労働者の平均月給は3,770Sドル

と、2004年比で62％上昇した。また、同省は2010年から

段階的に外国人雇用税を引き上げると同時に、外国人

の雇用限度率を引き下げており、外国人の雇用規制の

強化が続いている。

一方、主要な工業物件の平均賃料は1980年代には3

倍以上に上昇した。現在も、工業施設の開発・運営の政

府機関JTCコープによると、2014年第3四半期の工場賃

料指数は142.1（1998年第4四半期＝100）と、2004年第4

四半期と比較して約2倍に上昇している。同国の製造業

にとって経営環境は厳しさを増しており、国外移転を加

速させる要因ともなっている。

シンガポール政府も国内では競争力を失った製造活

動の受け皿としてジョホール州に着目している。シンガ

ポール経済開発庁（EDB）は2012年12月、ストレーツ・タ

イムズ紙とのインタビュー（2012年12月14日）で、シンガ

ポールと第三国の2事業拠点モデルを検討する多国籍

企業にはジョホール州のイスカンダル開発地域への進

出の検討を促していることを明らかにした。また、シンガ

ポール政府は2015年度政府予算案で、中小企業を中

心に海外に工場移転する際の支援を強化している。さ

らに、シンガポール政府系工業団地開発会社アセンダ

スはマレーシア政府系UEMランド・ホールディングスとの

合弁で、地場中小企業の移転先の受け皿として、ジョホール

特 集 :  シンガポール、ジョホール州、バタム島、「成長の三角地帯」の今



4

で移動可能な同州は魅力的だ。例えば、国境から車で

20分ほどの場所に建設中の中小企業向けの工業団地

「フロンティア工業団地（敷地面積：136エーカー、第2期

工事2015年末完成予定）」では、入居予定企業の約8割

がシンガポール企業だ。同工業団地の工場施設の販

売公表価格は1平方フィート（約0.093平方メートル）当たり280

～350シンガポール・ドル（約2万5,480～3万1,850円、Sド

ル、1Sドル＝約91円）と、シンガポールの多層階建て工

場施設「ウビ・テックパーク」の450～650Sドル（2015年4

月時点）と比べて割安だ。また、シンガポールの工業用

途の土地リース期間が最長60年なのに対し、マレーシア

ではフリーホールド（永久所有権）で購入可能な土地が

あるのも、移転先として同国を選ぶ理由の1つとなってい

る。

さらに、シンガポール政府は2013年度予算で、より付

加価値の高い産業の土地利用を推進するため、「土地

生産効率助成金（LPG）」を導入した。LPGは、シンガポー

ルに製造拠点を置く製造業者が製造拠点を移す際のコ

ストを最大7割助成するというものである。こうした政府の

インセンティブも、国外移転を後押ししている。

一方、ジョホール州に拠点を置く日系メーカーは約

130社と、首都クアラルンプール周辺のセランゴール州（

約314社）に次いで多い。同州の日系メーカーの大半は

1980～1990年代に進出し、電子や自動車部品関連が

目立つのが特徴だ。これら日系メーカーには、シンガポー

ルの当時の人件費などコスト増により拠点を移したケー

スも多く、在留邦人の増加を受けて1997年には日本人

学校が開校した。ただ、2000年代後半には、よりコストの

安い中国などへの移転も相次いだこともあり、同州の在

留邦人は2002年の1,249人から2009年には816人へと減

少した。ただ、2010年以降、在留邦人は再び増加する

傾向にある。

また、近年、シンガポールに拠点を置く日系メーカー

による新たな投資や移転の動きもみられる。ポッカコー

ポレーション・シンガポールは同社飲料の需要増に対応

するため同州セナイ空港に近接する場所に工場を新設

し、2014年10月から稼働した。このほか、OA・通信機器

メーカーの千代田インテグレは2014年8月、シンガポー

ルの人件費などのコスト上昇を理由に、ジョホール州の

同社既存工場への製造移管を発表している。

物流 拠 点として注目が高まるジョホール州

さらに、保管料など物流面でのコスト競争力を武器

に、物流拠点としてのジョホール州の存在感が高まって

いる。ドイツのBMWは2014年3月、シンガポールの部品

供給センターを同年8月までに、ジョホール州西部タン

ジョン・ペレパス港（PTP）の自由貿易地域（FZ）内の部

品物流センターに集約すると発表した。同センターは

2004年に設置され、アジア太平洋地域の22ヵ国・地域に

BMWの部品を供給している。

物流関係者によると、PTPでの倉庫料や運送費など

物流コストはシンガポールと比べると3～5割安く、非居

住者在庫も認められている。PTPのFZには、日本通運

が2009年1月に倉庫を設置したほか、三菱倉庫子会社

の富士物流が2014年6月に倉庫を開設。また、郵船ロジ

スティクスの子会社タスコが2015年2月に倉庫を開設す

るなど、日系物流会社の進出も徐々に増えている。PTP

は2000年に開港以来、順調に貨物取扱量を伸ばして

おり、コンテナ取扱量が2013年時点で世界19位〔762万

TEU（20フィートコンテナ換算）〕となった。しかし、同港か

らの直行便は依然少なく、直行便のない仕向け地には

経由便となり、輸送期間が長くなってしまう。物流拠点と

してのPTPの競争力強化には、直行便の増加が必要だ

との指摘もある。

また、シンガポールとのアクセスにも課題がある。シン

ガポールへの製品配送や、シンガポール経由で国外輸

送する企業にとっては、2国間を結ぶ連絡橋は2つある

が、年々悪化する混雑と、通行料の上昇に直面してい

る。シンガポール陸上交通庁（LTA）は2014年8月から外

国登録乗用車の入国許可書（VEP）料を引き上げたの

に対抗して、マレーシア高速道路局（MHA）は同月から

コーズウェイ橋の通行料を引き上げた。さらに、マレーシ

ア政府は2015年4月4日、同年8月から2つの連絡橋から

ジョホール州に入国する外国登録車に対してVEP料を

徴収すると発表した。相次ぐ両国間の移動コスト引き上

げ競争への懸念の声も聞かれる。
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企業の撤 退が 続いたバタム島に投 資復 活
の兆し

シンガポールの南20キロほどに位置するバタム島の

開発は1970年代から始まったが、本格的な外資企業進

出は「成長の三角地帯」構想を受けたインドネシア・シン

ガポールの2国間プロジェクトであるバタミンド工業団地

が1991年に開発されてからだ。入居の第1号はワイヤー

ハーネス製造の住友電装で、以来、電気・電子産業を

中心に企業が集積していった。

1990年代のバタム島の品目別輸出をみると、急速な

勢いで電気・電子製品の輸出が伸びていたことが分か

る（表1参照）。電気・電子産業における多国籍企業の

バタム島進出を調査したレポート（注）によると、ピークの

2003年には外資系電気・電子関連は134社に達したとい

う。

しかし、その好調な勢いは長くは続かなかった。同レ

ポートによると、2004年には45社撤退し90社に、2009年

に110社に戻すが、2010年には48社撤退し60社、2012

年に62社になった。2000年代の撤退の背景には、電気・

電子産業の特性（周期的に入れ替わる製品特性、高い

不安定性）が影響していたようだ。バタム島に進出する

電気・電子関連企業の多くが、もともとインドネシア国内

市場向けでなく、自由貿易区（輸入関税などを免除）とし

てのメリットを生かした輸出拠点として進出しており、バタ

ム島で製造される製品の輸出競争力が他国と比べて比

較優位があるかどうかが重要になる。

1990年代初頭からバタム島で電子部品を製造する

ある日系メーカーは、進出当初から2001年までは売り

上げが毎年25％伸びる状況だったが、環境が変わっ

て、2005年ごろまで急降下、その後、2010年ごろまで低

空飛行が続いたという。その背景には、2000年代以降、

中国が急速に台頭し、バタム島の仕事が中国にシフト

していったことがあった。報道などで把握できるだけで

も、2005年あたりから撤退が相次いだ。2005年に京セラ

がバタム進出から10年で撤退し、中国に移転。その後

も、2009年にソニー化学、2013年にパナソニック四国、

太陽光機、シンエツ・マグネティクス、2014年には日本電

産などが撤退した。バタム島の輸出競争力低下の要因

としては、中国の台頭のほかにも、バタム島における最

低賃金の急速な引き上げ、ストライキなどの労働環境の

悪化なども挙げられる。

一方、近年、外資による進出の動きも一部みられる。

日系企業としては、2012年に光学機器製造の日東光

学が進出、2013年から工場の一部の操業を始めてい

る。2014年4月には横浜ゴムが石油・ガス産業向けのマ

リーンホースと防舷材などの製造を目的に進出し、2015

年半ばの新工場稼働を予定している。　また、欧米企

業進出例としては、2011年、米国イントリコンが補聴器

などのウエアラブル医療機器およびヘッドセット製造の

工場を設立した。1986年からシンガポールに拠点を持

つ同社は、生産拡張のための工場設置場所として、ベ

トナム、マレーシア、タイ、中国などとの比較の中で、バ

タム島を選択。完成品の半分を米国、残りを英国、日

本、ASEANなどに輸出している。さらに2011年、フィンラ

ンドのラパラがルアー（釣り用の疑似餌針）の製造工場

を設立した。同社は中国での人件費上昇、人員確保の

課題などを理由に2015年には中国工場を閉鎖し、バタ

ム工場に本格的にシフトする。また、2014年にはフランス

のヴァレオが自動車のワイパー製造工場を設立。現地

報道によると、完成品を欧州・米国に輸出しており、2015

年にはインド、ASEAN、オーストラリアにも輸出先を拡大

する方針だ。

バタム・フリーゾーン監督庁（BIFZA）によると、2014年

末時点のバタム島への累計外国投資は82億7,000万米

ドルと、前年比13.6％増加した。近年では2012年ごろか

ら増加に勢いがついており、2012年に10.1％と2001年以

来の2桁増になり、2013年も7.4％増加していた。同庁に

特 集 :  シンガポール、ジョホール州、バタム島、「成長の三角地帯」の今
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よると、この累計額には上述したような新規投資だけで

なく、既進出企業の拡張投資分も含まれ、どちらかとい

うと拡張投資の方が多いという。過去10年程度の間に既

進出企業の撤退が進んできたことは事実だが、現地で

は底を打った感があり、既進出企業の間ではバタム島の

投資環境の再評価の声も出ている。同庁によると、2015

年に入ってからは外資の新規企業設立申請が1～7月

に、前年同期と比べて5倍増と、新規進出の勢いが加速

しているようだ。

一方、インドネシア政府は現在、バタム、ビンタン両島

を含むカリムン・フリートレード・ゾーンの輸出基地として

の競争力を強化するための、法規制の見直しを進めて

いる。2015年5月にソフヤン・ジャリル経済担当調整相（

当時、現国家開発計画庁長官）はバタム島を訪れ、ジャ

カルタ・ポスト紙とのインタビューに、同島を地方政府か

ら再び中央政府の管轄下に戻す方針を明らかにした（

同紙2015年5月4日付）。翌6月にはジョコ・ウィドド大統

領がバタム島を訪れるなど、大統領、閣僚の同島への

訪問が相次いでおり、同島の競争力を取り戻すために

政府も本腰を入れ始めている。

見直されるバタムとジョホールの競 争力

ジョホール州とバタム島に共通する投資環境上のメ

リットとして、「シンガポールとの至近性」が挙げられる。

これはシンガポールとの位置関係に根差したものであ

り、両者の投資環境を考える場合の前提条件ともいえる

が、シンガポールの人件費や賃料が高騰していることか

ら、この点が再評価されているといえる。「シンガポール

との至近性」は、単に近いから良いというだけではない。

ジョホール州とバタム島はシンガポールから近いことで、

シンガポールの機能を活用しやすい環境にある。つま

り、シンガポールを拠点とした部材調達、生産管理、物

流手配・管理、販売・マーケティング、技術的サポート、

資金管理などの各種オペレーションが、両者との間でし

やすい。また、駐在員やその家族の住居をシンガポー

ルに構えることができることも関連のメリットだ。

このようなメリットを生かすため、ジョホール州やバタム

島に進出する企業は、シンガポールに何らかの拠点を

持っているケースが大半だが、中には地域統括会社を

持っている場合もある。例えば、ポッカコーポレーション

の場合、シンガポール法人が地域統括機能を有し、集

中購買、物流・生産の指令、商品開発・デザイン、メディ

ア・広告、資金管理などを行い、ジョホールの工場（シン

ガポール法人100％子会社）はシンガポール法人から製

造受託している関係にある。ポッカコーポレーション・シ

ンガポールの森川慎司社長は「ジョホール州はシンガポー

ルと近く、陸送が可能で、マネジメント、技術者サポート

などがシンガポールから行える。ジョホール州はシンガ

ポールと一体として認識している」と、その結び付きの深

さを強調する。

一方、ジョホール州とバタム島で評価が分かれるのは

人材だ。この点を中心にポジティブな評価が聞かれるの

がバタム島だ。賃上げストライキなどのインドネシア全体

に共通する労務環境上の課題もあるが、人材の豊富さ、

また中国を含めた他のアジア諸国との比較で相対的に

人件費が安くなってきている点が再評価されている。

1970年当時の島内人口は6,000人程度だったが、イ

ンドネシア政府の工業政策で人口が急増した。バタム

島には職を求めてスマトラ島などから人がどんどん集ま

り、1990年に10万人弱だった人口はさらに着実な増加

を遂げ、2010年には約104万人、2014年には117万人（6

月時点）となった。合わせて近年、工場の撤退により多く

の人が解雇された。既進出企業からは「100人の募集に

1,000人来た」などと、人材の雇用が容易との声が多数

聞かれる。

また、バタム島も他のインドネシア各地同様に最低賃

金の上昇が続くものの、中国（深セン）と比べると約半額

の水準だ（表2参照）。2000年ごろも同様に半額程度の

水準ではあったが、中国の賃金上昇の方が激しく、2015

年の賃金差は前年比3.9％増、2000年の46米ドルに比

べると8倍近い348米ドルになっている。ルピア安がこの

数年進行していることも、米ドルで比較した場合の賃金

上昇を抑える要因になっているとみられる。
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そもそも、バタム島は輸入関税や付加価値税などが

免除されている自由貿易区であり、インドネシア国内向

けではなく他国への輸出拠点として、アジア近隣国との

比較において輸出競争力があるかどうかが生命線だ。

シンガポール～バタム島間の物流費が高いことなど、他

国の投資環境との単純比較は難しいが、人材の確保や

人件費に注目すれば、中国、マレーシア、タイと比べて

も相対的な意味での輸出競争力が上がってきた（回復

してきた）といえそうだ。少なくとも労働集約的な産業にと

っては、魅力的な地に変わりつつあり、新規・拡張投資

の動きにつながっている。

一方のジョホール州では、人材面の課題が多い。同

州とシンガポールが近いだけに、同州南部のシンガポー

ル国境に近づくほど同国への越境通勤者が多く、シン

ガポールとの人材獲得競争となり、賃金の上昇圧力も高

まっている。マレーシアの中心地であるクアラルンプー

ルからみれば、地方都市であるため、人件費や物価が

安いようにも感じられるが、逆にシンガポールに近いた

め、クアラルンプールと同じか少し高い水準になってい

るという声が聞かれる。もちろんシンガポールに比べれ

ば、人件費は半分または3分の1の水準だが、「シンガポー

ルに取られたくないキーパーソンには給与・待遇面で配

慮している」という声も聞かれる。加えて、必要な人員を

確保するために、ネパール人やベトナム人など外国人

労働者に依存せざるを得ない工場も多い。また東部ペ

ンゲランでの総合石油施設の開発がこの先、本格化し

ていけば、人材獲得競争がさらに厳しくなる見通しだ。

「成長の三角地帯」は、最初の構想ではシンガポー

ル、ジョホール州、バタム島を含むリアウ諸島がそれぞ

れの能力を補完し合うかたちで1つの経済圏の構築を

目指すというものだった。ただ実際は、1企業でそれぞれ

の地域に拠点を置いて、3拠点の特性を生かしたオペ

レーションを行っている事例は少ない。確かに、自転車

部品・釣り具メーカーのシマノ（日本）やコンタクトレンズ

メーカーのチバビジョン（米国）など、3ヵ所に拠点を持っ

て製造している会社はあるが、非常に限られた例といえ

る。つまり、当初の構想とは異なり、実際はシンガポール

とジョホール州、シンガポールとバタム島というハブ＆ス

ポークの関係が主流となっている。

　本稿では、ジョホール州とバタム島のビジネス環境

について共通項や差異を中心に言及した。進出の検討

に当たっては、それぞれ固有のメリット・デメリットの見極

めも必要になる。「成長の三角地帯」という名称を耳にす

ることがなくなって久しい。しかし、製造拠点としてのジョ

ホール州とバタム島を取り巻く環境が近年大きく変化し

ていることから、その競争力を、再び見直す時期が来て

いるようだ。

特 集 :  シンガポール、ジョホール州、バタム島、「成長の三角地帯」の今
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（注）	 Leo van Grusven氏、Francis E. Hutchinson氏

による「The Evolution of the Electronics Industry in the 

SIJORI Cross－Border Region〔2014年9月、東南アジア

研究所（ISEAS）レポート〕」参照。 

※本原稿は、ジェトロの通商弘報に2015年5月26日～5

月29日に掲載された原稿を再編集、加筆したものです。
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特　集

インターナショナルＳＯＳは１９８５年にシンガポー

ルに創業し、同年ジャカルタに最初のクリニックと

オフィスを開設した外資系アシスタンス会社にな

る。２００８年には事業リスクに特化した世界有数

のコンサルティング会社であるコントロール・リスク

スとの戦略的提携を行い、全世界で医療とトラベ

ルセキュリティに関する包括的なアシスタンスサー

ビスを企業・学校・NGO・公的機関に幅広く提供

している。また、航空会社向けの専用プログラム

やアメリカ国防総省の海外における医療アシスタ

ンスプログラムなども運営している。

クリニックや医療アシスタンスで知られることの

多いインターナショナルＳＯＳであるが、私自身

は、会員のトラベルリスク（海外渡航時のリスク）に

関するアドバイスやアシスタンス、トレーニングに

携わっている。

シ ン ガ ポ ー ル に 拠 点 を 置 く 日 本 企 業 で

は、ASEANへの出張が中心の企業が多い一方

で、遠く中東やアフリカにも出張者を派遣している

企業もある。

本国から遠い海外でビジネス展開する企業に

とって、起こりうる事態を認識し、「事前に」備えて

おくことが重要となっており、そのようなトラベルリ

スク対策を強化する企業が年々増えてきている。

　本稿では、日ごろ企業から相談いただく内容を

事例として、シンガポールからの出張者リスク管理

のポイントについていくつか紹介させていただく。

１）海 外出張と出張 者の認識

益々増える海外異動（派遣＆出張）

プライス・ウォーターハウス・クーパース社の国

際間異動に関するレポート『モダンモビリティ調査

２０１４』によると、「89%の企業が今後2年間に国

際間異動数の増加を計画している」と回答し、異

動の種類別では、「1年以内の短期派遣（58%）」、

「海外出張（57%）」が増えると回答している。

また、「85%の企業が、事業目標達成のために

国際間異動が重要だ」と回答し、「 7 5％の企業

が、従業員を派遣する地域と、自社が成長を目

差す重点地域は同じだ」と答えている。(ht tp ://

w w w . p w c . c o m / j p / j a / j a p a n - k n o w l e d g e /

t h o u g h t l e a d e r s h i p / m o d e r n - m o b i l i t y -

survey2014-1503.html)

出張者の認識

では実際に海外に出向く出張者本人の認識は

どうであろうか？

下記のようなデータがある：

•８６％の出張者は、海外出張中も従業員の身

の安全を守り続ける法的義務が会社にはあると考

えている

•７８％が、海外出張時に緊急連絡先番号を携

帯していない

•５０％が、緊急事態発生時の会社側の対応不

備については、何らかの法的手続き（訴訟等）を

検討する

•３８％が、出張先のリスクについて調べたこと

はない

発 生 対 応 で は 遅 い！
～ リス ク 認 識・準 備 す る こと か ら 始 まる 出 張 者 の リス ク 対 策 と 企 業 の 安 全 配 慮 義 務 ～

インターナショナルSOS/コントロール･リスクス
セキュリティディレクター

福間　芳朗
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（Business Travel  Report 2007）

いざ出張となると、出張先での仕事の準備や調

整に追われ、事前に渡航先のリスクについて調べ

ることは少ないと思われる。よほどその国について

「危険」という認識が無い限りは、多忙で後回しに

なりがち、というのがJCCI会員各位の実感ではな

いだろうか。

緊急連絡先番号については、何らかの形で上

司や会社の番号は必ず携帯に事前登録されてい

たり、緊急連絡網を整備していても、週末夜間含

めて社内で２４時間対応されている非常通報用電

話番号を自社で整備している会社は大手企業で

も意外と少なく、「たぶん繋がるだろう・・・ダメなら

次の人に連絡をしてみる」といった一抹の不安を

抱えながらという企業も多いのが実態だ。

使用者の従業員に対する安全配慮義務の観点

では、現在では多くの国で、海外渡航従業員の

健康と安全を確保するための合理的な措置を講

じない組織に対して、法的な責任を問う声が高ま

っている。

（ シ ン ガ ポ ー ル の 場 合 ： h t t p : / / w w w .

internationalsosfoundation.org/?wpfb_dl=20 ）

２）海 外出張に伴うリスク

それでは、海外出張に伴うリスクにはどのような

ものがあるだろうか？

感染症、病気、怪我、不十分な医療インフラと

いった健康面以外にも、犯罪、暴動、テロ、紛争、

自然災害、交通事故、大規模インフラ事故などが

あげられる。

本稿執筆時点の２０１５年８月だけでも、中国・

天津における爆発事故、タイ・バンコク中心部に

おける爆発テロ、朝鮮半島における緊張の高ま

り、と一連の事件・事故が続いている。

バンコクにおけるクーデターやテロ事件のよう

に、メディアの注目を浴びるような事案が発生す

ると、テロ対策、誘拐対策といった「インパクトの大

きそうな」事案への対応を見直す企業が一時的に

増える傾向にあるが、軽犯罪や交通事故といった

「発生頻度の大きい」日ごろから発生しがちな事

案への恒常的な対策も極めて重要である。また、

軽犯罪や交通事故といっても、死亡事案となるケー

スもあり、事件事故対応そのものの負担はもとよ

り、交代要員の調整や同僚・組織への心理的イン

パクトも加味すると、優れたノウハウを持った人材

の逸失は想像以上に大きな影響を及ぼす。

実際、ここ１年の間でも、東南アジアに赴任して

いた日本人が、数年の赴任期間の後半に交通事

故に巻き込まれて亡くなった事例や、シンガポー

ルからインドに出張中、運転手のスピード出しす

ぎによるハンドル操作の誤りで路肩に落ち、シン

ガポール人の出張同行者と共に大怪我を負った

事例など、複数の日本人・日本企業関係者が巻

き込まれた事例がある。いずれも、当人の渡航先

での業務への影響に加え、帰国した後に携わる

予定だった業務にも大きな影響が発生しており、

ビジネスへの影響は大きなものがある。

軽犯罪と言ってもインドで財布をすられてしま

い、すぐに気づいてあわてて追いかけたところ、

ナイフで切りつけられ大怪我をし入院してしまうと

いう被害事例もある。軽犯罪の被害であっても対

応次第では命にかかわることもあり、「ひやり」とす

る事件も多数発生している。また、出張経験豊富

な人でも犯罪被害に遭っており、更に、数名のグ

ループで出張する際にも被害は発生しており、特

にグループ内で最も非力に見える女性が狙われ

たりと、グループだから一人での出張よりも安全と

は限らない。

ベトナムやマレーシアといった、一見「おおむ

ね安全」そうに見える国でも発生している。変化の

激しい新興国では都市部の近代化は目を見張る

ものがあるが、一方で、同じ都市内でも貧富の差

は大きく、また、都市部と地方部で大きな格差が
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残る国も多く、「ＸＸＸ国は安全になった」とひとく

くりでは言い表せられない状況にある。そしてどん

なに安全になったと言っても、日本で暮らす日本

人と同水準で安全が確保できる、と言える国はア

ジアではまだまだ少ない。「ローリスク」は「ノーリス

ク」ではないのだ。

そこに加えて「出張」という業務環境下での渡

航となるため、不慣れな環境、外国語、時差、疲

労・睡眠不足、異文化・宗教、異なる法体系、異

なる交通法規、運転環境・習慣、そしてプレッシャー

というようにリスク感度を引き下げるような要因が

多数あることから、逆にリスク感度を高く保つ努力

が必要となる。

３）出張 者の安全対 策

こうした背景の中、本人のナレッジや経験値任

せの安全対策ではヌケ・モレが発生し、虫食い対

応の不十分なリスク管理となる。情報セキュリティ

対策で言えば、個々人が自由気ままに情報セキュ

リティ対策を実施するようなものである。組織的な

リスク管理の要点として今回は２点紹介させてい

ただく。リスクベースの出張承認と、安全対策研修

である。

　

リスクベースの出張承認（R i s k　 b a s e d　 t r a v e l 

approva l）

その意味するところは、渡航先や渡航者固有

のリスクに応じた出張対策を行うことにある。

多くの日本企業では、程度の差こそあれ出張

申請・承認の仕組みがあるが、渡航目的や移動

手段・宿泊先、連絡先、関連するコストについて

のみ記載されており、「リスク管理」の視点が抜け

ていることが多い。

たとえば同じインドであっても、ムンバイやデリー

と、分離独立過激派がテロ事件を起こしているアッ

サム州ではリスクの態様は大きく異なり、被害に遭

う可能性や巻き込まれた場合のインパクトも大きく

異なる。更に、何度もハイ・リスク地域に渡航し誘

拐対策の研修も受けた出張者と、出迎え者がい

るとはいえ始めてインドに出張する女性出張者で

は、リスク・プロファイルも大きく異なる。

このように、渡航先のリスクの大小や、渡航者の

リスク・プロファイルにより、出張にあたって事前の

承認を義務付けたり、何らかの事前研修を課した

り、また、出張毎にセキュリティブリーフィングを受

けることを義務づけたり、というように、一定のルー

ルをフレームワークとして定めることで、組織的な

対応によるリスク低減が可能となる。

また、たとえリスク管理担当者に人事異動があっ

たとしても、フレームワークが仕組みとして機能す

るため、一担当者の個人的ナレッジに依存せず、

また、一定レベルの説明責任を果たすことにも繋

がる。

「行くか」・「行かないか」、「危険か」・「危険じゃ

ないか」という二者択一の視点ではなく、「どうす

れば安全確度を高めながら（新興市場に）優秀な

人材を送り込めるか？」という視点で、事業推進を

後押しするためのリスク管理の仕組み構築が肝要

である。

特 集 :  発 生 対応では遅い！
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事前研修

海外においては「自分の身は自分で守る」が基

本とされており、実際、海外渡航中は、何か事件・

事故が発生しても、究極のところ自分の身は自分

で守らねばならない。

しかし、それには身を守るための手段や方法を

教えた上で、という前提条件が必要だ。

海外出張時の安全対策を個人が確実に実践

するには、リスクを知り、予防策を知り、それでも

巻き込まれてしまった場合の対応策を知ることが

必要である。企業としてはその為の手段と機会を

提供することが、安全配慮義務の遂行に繋がる。

有効な方策としてはやはりトレーニングがあげ

られる。先に見たように、いざ出張となると多忙で

渡航先のリスクを調べるのは二の次となりがちで

ある。海外渡航時の健康と安全は、円滑な出張の

必要条件であるにもかかわらずないがしろにされ

がちで、「これを読んでおいてください」では後回

しにされてしまう。やはり一定レベルの強制力を持

って予防策や対応策を勉強する時間を作り出す

ことが有効だ。

先進的な取り組みの企業では、コンプライアン

ス対策と同じレベルで海外渡航者全員に年１回の

海外リスクに関する研修受講を義務付けたり、ハ

イ・リスク国の駐在・出張者には渡航先別の教育

を義務付けている。Eラーニング等のツールを活

用することで、受講状況を管理しやすくし、管理

側の負担を小さくすることも先進企業では行われ

ている。女性社員には女性出張者に特有のリスク

とその対策を指導することで、「知っていれば防げ

る」被害を極力無くす努力が功を奏する。

たとえば、ホテルの部屋番号や携帯電話番号

は出張中も個人情報として第三者には秘匿すべ

きだが、インド出張中にホテル経由で手配した高

級ハイヤーの運転手につい部屋番号を聞かれた

ばかりに教えてしまったことで、部屋に脅迫電話

が掛かってきたり見知らぬ者がフロントの使いと偽っ

て部屋を訪れるといったことも発生する。余談で

はあるが、どんな高級ホテルでも、部屋のドアの

外は外出時と同じパブリックスペースである、と捉

えるべきであり、特に女性出張者には、部屋に滞

在する際もアラーム機能付きのドアストッパーの

利用をお勧めする。

また、バンコクではアフターファイブのバーで、

トイレに席を外している間にドリンクに強力な睡眠

薬を入れられてしまい、身ぐるみはがされ、気づ

いた時には病院のベッドの上で、金銭・パスポー

トに加え会社ＰＣや書類一式も盗まれてしまった

という出張者の事例も時折発生している。バーで
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は、目を離した自分のドリンクは口をつけずに新

たに注文する、夜の飲食に向かう前に、鞄や貴重

品はホテルに置く、といった基本のキを知って実

践していれば防げる事例であるが、こういった「軽」

犯罪事案は後を絶たない。

また、対応を誤れば被害は拡大するため、運悪

く被害に遭ったり遭いそうな場合にどのように対

応すべきかを知っておくことは被害最小化の点で

極めて重要である。

最後に 
事件対応モデル（受 動的対 策）から、
リスク管 理モデル（能 動的対 策）へ

日本企業は、業界を問わず、成長機会を求め

て海外市場の取り込みに動いており、それに伴っ

て生まれ育った母国の外で業務を行う従業員の

数は増えるものと考えられる。

ビジネスの在り方がグローバル化し、経営の在

り方もグローバル対応する中で、海外派遣者の安

全対策は未だグローバル水準のそれとはなって

おらず、事件が発生してから対応を始める、という

受身対応に終始している企業も多い。

しかしながら業務の現場では日々出張者が目

に見えない各種リスクに囲まれながら結果を出す

ことを求められており、個々人に掛かるリスク対応

の負担は高まっている。

今後は組織として能動的にリスクを見出し、予

防・回避するための策を実行し、ROP（Return on 

Prevent ion）を最大化しながら、従業員の安全確

度を高めることが、ひいては事業の成功確度の向

上に繋がるものと確信している。

本稿がその一助になれば幸いである。　

執筆者氏名

福間　芳朗　（ふくま　よしろう）

経   歴

インターナショナルSOS/コントロール･リスクス　セキュリティ

ディレクター

フランス軍での勤務を経て、現在東京オフィスにて勤務。平時

の海外安全対策のアドバイスや、有事に現地入りしての国外退

避の支援等、企業に対してトラベルリスク管理の支援業務を行

っている。

特 集 :  発 生 対応では遅い！
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今後は改めて「省エネ法」の動向や、東京都の

「環境確保条例」のような温室効果ガス排出規制

の動きなどに注目すべき時期に入ると言える。

（シンガポールでは）

日本と同様、ここシンガポールでもエネルギー

マネジメントへの関心や取り組みは加速してきて

いる。

2005年にBCA（Bui ld ing and Construct ion 

Author i ty、建築建設庁）により導入されたグリー

ンマークや、2012年に施行された省エネルギー

法（Energy Conservat ion Act）もその一つだ。

グリーンマークは新築、既築の建物の省エネ

を包括的に評価する制度で、主な評価ポイントは

①エネルギー効率、②水効率、③環境保護、④

室内環境の品質、⑤その他環境保全に関わる

機能やイノベーション、の5つ、またそのランクは

Pla t i num、Go ldP lus、Go ld、Cer t i f i edの4段階

となっている。水資源の確保に取り組む国らしく、

空調や水の利用に関する効率が重視されてお

り、2030年までにシンガポール全土の80%の建物

でグリーンマークの最低基準を達成することを目

標としている。

また省エネルギー法は、2030年までにエネル

ギー消費量を2005年レベルから35%削減するこ

と、企業による省エネ推進、エネルギー効率の改

善に投資する企業向け支援体制の確立などを主

な目的としている。その上で、認定エネルギー管

理者の任命、エネルギー消費量の報告、エネル

ギー効率改善計画の提出を義務付けているが、

当面は年間15GWh以上を消費する企業に対して

はじめに

（日本では）

2020年以降の世界全体の温室効果ガス削減

への取り組みが注目される中、今年6月にドイツ

で開かれた主要7カ国首脳会議では「2050年まで

に世界全体の温室効果ガスの排出量を2010年度

比で最大70％削減する」という首脳宣言が採択された。

12月にパリで開かれるCOP21（国連気候変動

枠組条約第21回締約国会議）では「京都議定書」

の次となる新たな国際的な枠組みが合意されるか

が注目される。

そのような中、今年7月、日本政府も「2030年

度に、2013年度比マイナス26％」という目標を決

定した。

これは 「京都議定書」の第一約束期間目標

「1990年度比マイナス6％」と比べると国際的にも

堂々と示せる野心的な目標に見えるが、実は日

本政府の新しい目標の基準年である2013年は、

震災後の石炭火力中心の発電の影響で、温室効

果ガスの排出量が「京都議定書」の目標（1990年

比）と比べ、逆に10.8％も増加している水準となっ

ている。日本固有の事情を含むこの目標はいず

れにしてもとても高い目標であり、日本が受け持っ

ている責任とも言える。

日本政府は、今後予想される電力需要に対

し、再生可能エネルギー比率や原子力比率など

電源構成のエネルギーミックス戦略などを中心に

温室効果ガス排出量の削減に挑んでいく方針だ

が、その電力需要予測自体に既に約17％の省エ

ネの実現が前提となっている。

特　集

エ ネ ル ギ ー 管 理 の ラストワ ン マイル「省 エ ネチューニ ン グ」

FINALGATE CO. ,  LTD.  /  FINALGATE PTE.  LTD.
Managing Direc tor

大迫　康広
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特性や、事後に持ち込まれる設備やシステムな

ど、建物に適した管理や運用の実態は変化も見

せていく。このような変化に合せて、主体的に設

備の設定や運用を調整していくこと、つまり「省エ

ネチューニング」が建物の運用や管理に求められ

ている。

省エネの7つのステップ

そこで「省エネチューニング」の概念を念頭に、

少し専門的な見地から「省エネ」を掘り下げてみ

たい。

概念的に省エネを考察する際に、主に7つのス

テップがあると言われている。

まず1つ目は「負荷必要量」である。施設を一

定の条件で管理しつつ、どの程度省エネできるか

を検討する前に、その条件で管理する上で、そも

そもどの程度のエネルギー（負荷）が必要なのか

を把握することから始めることが重要である。（具

体例：商業施設はほぼ1年中営業しているが、例

えば平日と週末は来場者数が異なり、乾季と雨季

では外気温に差が出る。館内の快適性を一定レ

ベルに維持しつつ省エネを実現するには、このよ

うな負荷必要量の違いを認識し、異なる手法を実

行しなければならない。）

2つ目は「時間」。設備の稼働時間を減らした

り、稼働時間帯をずらし、負荷分散することなども

有効な考え方である。（具体例：オフィスビルでは

通常、出勤前から帰宅時まで空調を稼働させ、夜

間は停止させているが、夜間の外気取り入れなど

を行うことで蓄熱の緩和に繋がり、早朝の負荷を

抑制しつつ、一斉稼働による高負荷も分散させる

ことが可能になる。）

3つ目は「損失」。各設備を稼働させる上で、エ

ネルギーの自然損失は避けられない。この損失

を可能な限り避ける事を考えるのも有効だ。（具

体例：冷媒を搬送する配管に断熱シートを巻いた

り、熱交換器の表面に断熱材を設置することで、

放熱エネルギーを低減することが可能になる。）

4つ目は「回収」。使用されなかったエネルギー

を回収・再利用すれば、使用量を減らすことが可

特 集 :  エネルギー管 理のラストワンマイル「省エネチューニング」

適用されるため、多くの企業はその対象外となっ

ている。

この様に国際社会での合意や、国家それぞれ

の事情を背景に、日本でもシンガポールでもそれ

ぞれの規制や条例が存在し、今後もさらなる規制

強化も考えられる。

省エネは企業のコスト削減にも直結することを

考えれば、社会的責任も含め引き続き企業の重

要な課題と言えるだろう。

省エネとは

一般的な生活者の視点では、「省エネ」と聞く

と、少しの我慢、コツコツ節約、など、我慢と地道

な努力の印象が強いのでは無いだろうか。一方、

ウィキメディア財団が運営しているインターネット

百科事典、Wikiped iaによると、「省エネ」とは「同

じ社会的・経済的効果をより少ないエネルギーで

得られる様にすることである」とされている。

企業活動においても、地道な努力は必要だ

が、主なエネルギー設備となる空調や照明に関し

ては、建物の快適性や印象などを左右するお客

様や働く従業員への最低限の必要環境とも言え

る。そうであるならば尚更、必要な快適性などは

そのままに、消費するエネルギーを抑制すること

こそが「省エネ」と言えることになる。

「エネルギーを使わない」のではなく、「エネル

ギーの効率を上げる」ということだ。

省エネチューニングとは

ビルや商業施設などが竣工した際には、建物

の用途や設計条件などを基に各設備の設定が行

われオーナーに引き渡される。例えば、日本であ

れば負荷の最も高い夏を想定したもの、シンガポー

ルでは最も温度があがる乾期などを想定した設定

だ。そして、多くの場合、その時の調整のままで

運転が行われている。

しかし、建物の真の特性は、その建物が使い込

まれているうちに徐々に明らかになっていく。オー

ナーのポリシーやテナントから要求、建物の立地
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能になるため、回収も省エネにおける重要な概念

の一つである。（具体例：スーパーや物流倉庫の

冷凍ケースからの冷気漏れを、冷気回収ファンで

回収することで、空調効率を高めることができる。）

5つ目は「高効率」。設備には温度帯など高効

率運転が可能となる条件が存在するため、それ

を把握した上で各設備を運用することが重要であ

る。（具体例：冷媒を冷却するチラーには、冷却前

と冷却後の温度差について、運転効率が最も良

いとされる温度差が存在する。この往還温度差と

実測値を認識し、負荷に合わせて適宜温度設定

を変更することがチラーの効率化を促す。）

6つ目は「複数運転」。運転させる設備の数は、

基本的に少ない方が省エネに繋がるが、設備に

よっては単体ではなく複数運転させる方がエネル

ギー使用量を抑制することに繋がる。（具体例：冷

媒や風を搬送するポンプにインバーターが設定さ

れている場合、ポンプの消費電力はインバーター

の周波数の3乗に比例するため（例：周波数半減 

→ 消費電力8分の1）、搬送圧力を考慮に入れつ

つ、周波数を下げ、複数台のポンプを稼働させる

と省エネに繋がる。）

7つ目は「新設・更新」。施設の拡張や老朽化

などに合せて、高効率な設備に更新したり追加し

たりすることだ。空調であれば最新のチラーへの

更新や照明をLED化など、エネルギー効率の良

いものに置き換えることで確実な省エネが図れる。 

ここで考えておきたいのは、一般的に企業活動

で「省エネ」を議論する場合、最後のステップ7か

ら議論をしがちであるということだ。

実際はステップ1からステップ6までを踏み、エ

ネルギーの使用状況を包括的に把握、管理して

初めて、新設・更新の際に本来必要となる設備の

性能や条件が見えてくるはずだ。また設備を更新

する目的が省エネである場合、ステップ1からステッ

プ6のいわゆる「省エネチューニング」も有効な手

法である。

省エネを実施する上での最後の選択肢をステッ

プ7と考えたならば、ステップ1からステップ6に主

体的に取り組む合理性が見えてくるはずだ。
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●	 空調設備「室外機の洗浄による吸気効率

の改善」

室外機の吸気口や熱交換器部分は、空気を吸

い込む構造のため、ゴミ・埃・スケール等が付着

する。専用の薬品を用いて高圧洗浄することで、

吸気効率が改善し、冷媒への伝熱効率も向上。

それにより室外機全体の熱交換効率が改善し、

空調の消費電力の削減に繋がる。

●	 冷凍冷蔵設備「制御装置による防露ヒー

ターの稼働最適化」

店内温度と冷気の温度差や、店内湿度の影響

による「結露」を防止するために、常時稼働させて

いる場合が多い冷凍冷蔵ショーケースのヒーター。

しかし、当然ながら不要な時期や時間帯が存在

する。そこで制御装置を設置し、必要な時だけ稼

働させることで、電熱機能であるヒーターの稼働

抑制により消費電力の削減が可能となる。

省エネチューニングの実例

●	 空調設備「ダンパー開度調整による外気

量の最適化」

外気のエンタルピーや館内空気エンタルピー

のバランスを図り、最適なダンパー開度にする事

で、建物全体の冷温水使用熱量を削減すること

に繋がる。この措置には、館内CO2濃度や正圧

負圧のバランスなど、様々な配慮が必要となる

為、OA（外気）、SA（給気）、RA（環気）、EA（排

気）といった各種ダンパーの開度を緻密に計算し

て実施する必要があるが、シーズンに応じた運用

改善の一つである。

特 集 :  エネルギー管 理のラストワンマイル「省エネチューニング」
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～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

　　　　　　　　　～ ちょっと一息 ～

家庭の省エネ

専門的な内容が続いたので、ここで家庭の省

エネ（節約）についてもご紹介いたします。なお削

減効果についての前提や比較条件等については

割愛させていただきます。

「便座暖房の設定温度は『弱』で簡単節約」

ご家庭の便座暖房の設定温度をチェックしたこ

とありますか？便座暖房の設定を「中」から「弱」

に設定変更するだけで簡単に節約できます。ま

た、春や夏・秋などは便座暖房を「OFF」にしまし

ょう。年間580円節約。

「冷蔵庫を壁から離して簡単節約」

ご家庭の冷蔵庫は、上にいっぱい物を置いた

り、両側や後ろを壁や食器棚近くに設置していま

せんか？冷蔵庫を壁や食器棚から適切な間隔（

約50cm）に離すだけで、冷蔵の効率が上がり簡

単な節約になります。冷蔵庫も「涼しく」して節約

しましょう。年間990円節約。

「冷房の設定温度で簡単節約」

冷房の設定温度を上げれば節約になります！

と良く耳にしますが、実際1℃上げるだけでどれぐ

らい節約になるでしょうか。実際に27℃を28℃に

するだけでこれだけの節約効果があります。年間

670円節約。

「便座暖房のフタを閉めて簡単節約」

ご家庭のトイレ便座のフタは、使用してないとき

はちゃんと閉めていますか？開けっぱなしだと、

無駄に熱が逃げてしまいますので、フタを閉めま

しょう。家族全員で取り組めば簡単にできる省エ

ネですね。年間770円節約。また、温水洗浄便座

には貯湯式と瞬間式とがあります。ご購入の際は

商品の特徴を知って選びましょう。

「シャワーをこまめに止めて簡単節約」

シャンプーや身体を洗っている時に、シャワー

のお湯を出しっぱなしにしていませんか？お湯の

節約は、水道料金と給湯のガス料金のダブルで

効果を発揮しますので、無駄な、お湯の出しっぱな

しを止めるように、家族みんなで励行しましょう。

節約もできるし省エネにもなります。年間2,210円

節約。

「追い炊きを防ぎ簡単節約」

お風呂の入浴は間隔をあけずに、できれば家

族みんなで入りましょう。お風呂の湯温が下がっ

て熱が逃げるって事は、お金も逃げてしまうってこ

とと同じです。お湯の追い炊きをしないようにする

ことがポイントです。年間5,650円節約。

「電子レンジを活用して簡単節約」

煮込みなどに使う根野菜は電子レンジでチンし

てから鍋へ入れて加熱した方がガス代の省エネ

になります。野菜の中まで火をしっかり入れたい

時は、逆に最初ガスコンロで焦げ目を綺麗につけ

て、その後電子レンジでチン。料理上手は省エネ
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特 集 :  エネルギー管 理のラストワンマイル「省エネチューニング」

上手。電子レンジで年間の電気代が330円増えま

すが、ガス代が1,350円節約。

「歯磨き中の水を止めて簡単節約」

歯磨き中に水を出しっぱなしにしていません

か？歯磨き中の水はただただ流れていくだけで

す。蛇口は水の必要量だけ「あけて・しめて」節約

しましょう。家族みんなで実行できれば効果も絶

大。年間23,962円節約。

「加減速の少ないエコドライブで簡単節約」

自動車を運転中、前を走行している車との車間

距離が縮まったり、離れたり・・・こんな経験はあり

ませんか？車間距離に余裕を持ち、一定の速度

で走行するように心がけましょう。交通状況に応じ

て、加減速を少なくするだけで、ガソリンの節約や

事故の予防に繋がるだけでなく、大気汚染の防

止にも貢献できますよ。年間5,330円節約。

「早めのアクセルオフで簡単節約」

交差点の手前や信号で停車する前に、加速し

て急ブレーキで停止していませんか？交差点な

どの手前では早めにアクセルをオフする事で、ガ

ソリンの節約になりますよ。年間2,532円節約。

とても細かい努力のようですが、ここにご紹介

したものだけでも年間4万円以上の節約になりま

す。当然全てはエネルギーの削減を伴っていま

すので、温室効果ガス削減にも繋がります。企業

活動と同じように、それぞれの家庭での取り組み

も重要な役割を担っていると言えます。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

シンガポールにおける改善余 地

シンガポールは常夏であり、日本が持つような

四季が無い。しかし、その季節感は人間にとって

のものだ。エネルギー関連の設備にとっては雨期

や乾期、昼間や夜間の違いなど、1年の中にも大

きな変動要素をもっていると言える。エネルギー

管理も、この感覚で実施していく必要がある。

以下に実際に見受けられるシンガポールの事

例を一部紹介する。

●	 チラーの冷水温度やポンプの稼働台数の

改善

シンガポールではチラーの冷水温度設定やポ

ンプの稼働台数は通年一定で運用されているケー

スが一般的となっている。本来、冷水温度は館

内の負荷の状況に応じ、固有設備の持つ最適な

Δt（往還温度差）を意識した設定運用が必要だ。

ポンプの稼働も雨期、乾期といったシーズンや曜

日などで異なる空調負荷に合せて台数制御する

など、運用のバリエーションを持つことが大きな効

率化に繋がる。

●	 ポンプのインバーター制御

シンガポールに限ったことでは無いが、冷水を

送り出すポンプなどにインバーターが設置されて

いるも関わらず、周波数が固定値のままバルブで

流量調整をしているケースを良く見受ける。バル

ブでの流量調整は消費電力の抑制には繋がりに

くい為、インバーター周波数を活用することをお

勧めしたい。消費電力は周波数の3乗に比例する

為、往還温度差や圧力等に配慮をしつつ、館内

の快適性を維持する周波数運用は有効な省エネ

運用だ。機器の負荷軽減のみでインバーターを

活用するのではなく、エネルギー管理上、とても

有効な武器として活用してもらいたい。

●	 OAダンパー運用

AHUのOAダンパーは全閉のままで、通年一定

となっているケースも見受けられる。通常AHUは

外気の酸素を取り入れ、館内の二酸化炭素の濃

度管理や空気環境（臭気）対策、館内圧力管理

の役目を担う。

環境に合わせた開度調整を実施することで、館

内圧力をコントロールし、エントランス等からの外

気流入も抑制が可能だ。エントランスからの流入

で外気を冷やすより、AHUから取り込んで冷やす

方が効率が良い。 館内の空気環境改善を行いな



20

がら、エネルギー効率もさらに高めることが出来る

有効な対策と言える。

また一方でBASなどの自動制御システムを取り

入れている建物では、CO2濃度などによりOAダ

ンパーを自動制御しているケースもある。しかしな

がら、外気の取り入れ量が多すぎると、今度は館

内の正圧の度合いが高くなり、エントランス等から

冷気が漏れ出る量が大きくなる。

自動制御システムのロジックを省エネ効率も含

めたものに変更することで、さらなるエネルギー効

率の改善が見込める。

最後に

エネルギー業界に限らないが、設備等はそれ

ぞれの専門分野毎に各専門メーカーが存在して

いる。オーナーにとっては一つのビルの設備であっ

ても、その構成は実に様々。前述にもあったよう

に、竣工時などに設置され、ピーク負荷等を予測

した上での適した設定になっているが、設備は生

き物であり、使い込まれていくうちにどんどん変化して

いく。また使われ方も変化していく中では、その設定

値や運用方法は常に検証が必要な領域と言える。

一方、設備を保有する側、管理する側はどう

か。主にビルマネジメントのような領域になり、オー

ナーは専門会社に委託していることが多いが、そ

こに委ねられたミッションは保守である。施設内が

快適であるかどうか、設備が安全に運用されてい

るか、メンテナンス等がミッションだ。

実態に沿った設定値や運用の検証を主な業務

としているよりは、前述の一般的な設定などで運

用されている場合が多くそこまで手は回らない。

むしろ設備管理の領域は、オーナーにとっては

コストセンターと考えられている為、今まで通り快

適で安全に管理できるのであれば、そのコストは

低ければ低い方が良い。最近の日本でも、不動

産投資市場が活発で価格が上昇している際は、

投資物件の在庫も少なくなる為、少々高値でも購

入される傾向があるが、これは購入後の大胆なコ

ストカットが待っていることも意味している。

ここ数年でオーナーが変わるたびにビルマネジ

メント会社の変更や依託費の抑制が行われてい

る現状も散見されるが、高度な効率化運用の余地

が残されているこの領域に意識が向いている状況

とは到底言い難い現状だ。

そこへBASなどの自動制御技術も進化を続け、

エネルギー管理の精度向上や手間からも解放さ

れつつあるようにも見える。

ただ、それらを使いこなすのはオーナー側だ。

このラストワンマイルにも省エネの本質が眠ってい

る。部分最適の総和が全体最適になるとは言い

難い。自動で制御出来ていることと、その施設固

有の最適運用になっているかどうかとは別問題で

あることを認識しておきたい。

企業でも家庭でもこの領域にどう取り組むか。

いかなる技術の進化があっても、全体最適の考察

は非常に重要だ。

またこのラストワンマイルへの取り組みが、さら

なるハードの進化にもつながる。

オーナー側が全てそれを理解しているのであ

れば、メーカーから営業負荷が取り払われ、より

技術革新に注力できるかもしれない。

それらを背景に、それらの技術や知識の組み

合わせが、新たな日本のお家芸となれば、それは

とても素晴らしいことだ。

世界レベルで温室効果ガス削減の機運も改め

て高まりを見せる中、今まで見過ごされてきたこう

いった運用改善の領域を真剣に考えても良い時

期に来たのでは無いかと考える。

エネルギー管理のラストワンマイルである「省エ

ネチューニング」が先進的な技術革新にも繋がる

と信じてやまない。

執筆者氏名

大迫　康広　（おおさこ　やすひろ）

経   歴

大学卒業後、大手アパレル会社にて事業検証や業務ロジ

ック開発に従事。その後、株式会社ファイナルゲートを創業

し、2006年に環境・エネルギーソリューション事業開始。

特 集 :  エネルギー管 理のラストワンマイル「省エネチューニング」
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家賃の高騰や家主や不動産業者との交渉、人材不

足に人材教育、原価、材料費を如何に抑えるかなど

海外での飲食業の経営と言うのは、日本での常識は

非常識というのがお決まりですが、では、

どの様に｢ムダに気付き、ムダを省き、要らない脂肪

をいかに取り除く知恵をつけるのか｣を色々な視点から

不動産業者、コンサルタント業者、人材派遣業者、広

告宣伝業者、運送業者、サプライヤーなどの経営者や

実際に飲食業に携わる経営者の｢ムダを省く知恵｣へ

の取材をもとにかんがえる筋肉質な経営とは。

このシンガポールで、現在2015年6月時点で日本

食レストランの数は１１０５店だと言われていますが、こ

の数年で２～３００店が増え続け、日本食は健康、安

心、安全と定着し人気も高く、今のシンガポールのビ

ジネス環境で、飲食店などを開業する事自体は決して

難しい事ではありません。

しかし、皆様がご存知のように、シンガポールと言う

国は、先日亡くなられたリークアンユー建国の父を筆

頭に、政府が強いリーダーシップにより、国をコントロー

ルし、強い政策を打ち出し、アジア最強の国をつくりあ

げてきました。

この国シンガポールで飲食業のみならず、経営を

するのに大前提となるのが、まずシンガポールの政府

の政策、法律などを遵守する事ほど重要なルールは

無いでしょう。日本のように、法の抜け道、解釈の仕

方、知らなかったでは、絶対に済まされません。

そのなかで、如何に無駄な開業時の支出を削り、十

分な資金を残し、スムーズに営業を開始し、通常営業

の原価、経費をしぼり、体力をつけ継続した経営をや

っていかなければなりません。

特　集

会社の登記、経営者本人の就労ビザの取得、店舗

の選定からの開業に向けての準備が始まるわけです

が、順序を誤ってはいけないのが、日本と違い、働く

ためには経営者と言えども就労ビザが要ると言う事で

す。

以前にラーメン屋を経営しようと、会社を設立され

銀行口座をつくられ、店舗の契約を済まされ、備品も

全て揃えられてオープン日を待つばかりだったはず

が、本人の就労パスが認められずに、オープンを待た

ずに全てを二束三文で売り払われて帰国される羽目

になられた方もおられました。　飲食業は外資奨励業

種でないので、就労ビザが必ず許可されるとは限らな

いと言うことを念頭においておかなければいけないの

で、順序もかなり大切な経費節減です。

見落とされがちなのが、開業時の無駄な出費です。

会社設立から、銀行口座開設、従業員就労ビザの取

得、各政府系ライセンスの申請、から通常営業が始ま

り、経営報告、税金などの各支払いなどと会社がやら

なければならない事は山ほどありますが、通常、来星

されて間も無くで開業される場合は、業務委託により

諸開業準備はアウトソーシングで全て任せると言うの

が普通でしょうが、（大きな圧力がかかる可能性がある

ので、大きな声では言えませんが）最初に私が言える

のは、出来ることは自分でやるです！

シ ン ガ ポ ー ル で の 飲 食 業 経 営 の ム ダ の 認 識 で
筋 肉 質 な 経 営 を め ざ す。
Marukawa Trading(s)  P te Ltd
Sales Manager

奥田　泰之 
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<開業までの各ライセンス取得、改装の手順>

まずは、現地法人設立後、レストランの開業にあた

っては、国家環境庁ＮＥＡ（The National Environment 

Agency）からフードショップライセンス（Food　Shop 

Licence）を取得する必要があります。ライセンス申

請資格があるのは、シンガポール国民または永住

権保有者、会計企業規制庁（The　Accounting　and 

Corporate Regulatory Authority：ACRA）に登記され

た法人、協会登記所（Registry of Societies：ROS）に登

記された協会です。ライセンスの有効期間は1年です

ので、その都度の更新が必要です。

レストランの店舗契約後、店舗内装レイアウトの図

面を作成しライセンス申請時に図面レイアウトおよび

設計図をNEAへ提出します。店舗レイアウトおよび設

計がNEAの規定する衛生上の「環境保健行動規範

（Code of Practice on Environmental Health）」を満た

す内容で、労働力開発局ＷＤＡ（Singapore Workforce 

Development Agency）の食品衛生コースを履修し、修

了資格（WSQ Food & Beverage Safety and Hygiene 

Policies and Procedures）を保有している食品取り扱い

者を全員登録と共に、ライセンスを申請し、許可が下

り、実際に内装工事を開始できます。

店舗改装についても、経費の無駄を排除、と言うよ

りは支払わなくても済んだものを余分に払わされない

ための、事例と対処方法を挙げてみます。

日本のように施工業者が工期をきっちり守ってくれ

るような常識は無く、工期が延び延び1ヶ月2ヶ月遅れ

になると言う事も往々にして良くあることですので、契

約時に、家主との契約から２ヶ月、または３ヶ月の家賃

を免除してもらう交渉を行う。

北海道系専門レストラン経営者曰く、｢契約した店

舗スペースが、飲食店用スペースにもかかわらず、グ

リスラップや換気扇やダクトすらなく、入居時に家主か

ら全てこちら持ちで設置させられた、承諾して工事を

始めてみたら水の配管を通すスペースが床底に無く

床の底上げから行なわなければならずそれだけで日

本円にして2～３00百万円掛かってってしまった｣など

と言うことも良く聞くことですので、交渉は、強い姿勢で

契約前に家主に交渉する、だめな場合はこだわらず

断念するということも賢明では無いでしょうか。

また日系カフェ系マネジャー曰く、「ショッピングモー

ルによっては電気器具しか使えず、ガスの使用が認め

られない事が契約後に発覚して、違約金だけ払わされ

て断念するしかないような場合もありました」、また、外

資系バーガーチェーンGM曰く、「使用する機材の電

力が商業施設によっては容量不足という事もあります」

ので、どんな機材を使うのか、その商業施設の容量の

確認を確認する必要があるでしょう。

店舗賃貸契約においても、1年契約から多数年契

約まで色々あるが、メリットデメリットはそれぞれあるの

で一概に、どちらが良いとはいえませんが、1年契約の

メリットは景気動向により契約の見直しを毎年行なえる

ので、値下げ交渉もしやすい。しかし、契約更新時に

日本では考えられない2倍に引き上げられると言った

場合や、契約内であっても店舗が買収または売却され

オーナーの変更に伴い、リノベーションの要求または

強制撤去させられる場合もあるリスクを踏まえると言う

必要もあります。

レストランでアルコール飲料を販売するには、税関

法の附属規定の税関規定（酒類販売ライセンス）に基

づき、リカーライセンス（Liquor　Licence）をシンガポー

ル警察（Singapore　Police　Force）リカーライセンス局

（Liquors　Licensing　Boarｄ）に申請する必要がありま

す、営業業態、営業時間によってもライセンスの種類、

営業許可時間などの種類もあるので確認が必要で

す。ライセンス範囲外の営業は、罰金または営業停止

処分もあるので十分注意が必要です。

就労パスもおり、店舗改装も準備でき、国の区画整

理により、その地区での営業を制限される業態があり、

リカーライセンスがおりないなんて言うのもあり得る話で

す。居抜きなどで、業種が同じで、会社名しか違わな

いのに、ライセンスの許可が出ないなんて理不尽な事

もあるので安心はできません。
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＜外国人 雇用抑 制策が人手 不足に拍車＞

雇用の問題では、シンガポール人はホワイトカラー

の職業を好み、サービス業には従事したがらず、離

職率も高いため、外国人労働者に頼らざるえない雇

用事情があるが、2014年8月に導入されたFCF（Fair 

Consideration Framework）というシンガポール人雇用

推奨制度に代表されるように、シンガポール人の雇用

が強く推奨され、MOMが外国人労働者に対する就労

許可証の発給条件を調整することで、規制強化を進

めてきた。

EP（Employment　pass）は基本月給、役職、専門資

格に応じてP1（基本月給8,000Ｓドル以上）、だが、P2

（基本月給4,000Ｓドルから4,500Sドル以上へQ1（基

本月給3,000Ｓドルから3,300Sドル以上）へ引き上げ

られ、Sパス(Spass)は、高等専門学校に匹敵する学

歴・技術資格の保有者であり、関連の実務経験があ

ることが申請資格となる「中技能向け」で、最低基本

月給が2,000Ｓドルから2,200Sドル以上へ引き上げら

れ、WP(Work　Permit)は、申請時の年齢が16歳以

上、50歳以下（マレーシア人は58歳以下）で、出身国

がマレーシア、香港、マカオ、韓国、台湾、インド、スリ

ランカ、タイ、バングラデシュ、ミャンマー、フィリピン、

中国に限定されている。最低基本月給要件は無いも

のの、外国人労働者雇用税や雇用限度率が課される

が、飲食業を含むサービス業については、WPを保持

する外国人労働者割り当てを、全従業員のうち45%か

ら40％以下へ、Sパスは同じく20%から15％以下しか雇

えない様に引き下げられ、また、外国人労働者を1人

雇うごとに全外国人労働者数に応じて外国人雇用税

（Foreign Worker Levy）180Sドルから450Sドルが2015

年7月より300Ｓドルから８00Ｓドルへ引き上げれた。ま

た雇用できる外国人労働者数の上限があるだけでな

く、その限度内でも多く雇うほど、1人当たりの課税が

高くなる、これらのパスの新規申請分だけでは無く更

新に関しても規制が強められているので、現場での人

不足に拍車を掛けている。

と言って、抜け道はありません、ある10年以上経営

された永住権PR（Permanent　Residence）をお持ちの

オーナーが、外国人の不法就労が発覚し、経営を取り

〈立地による戦 略〉

では、店舗候補の立地などを考えるあたり、考えな

ければならないのが、シンガポールは土地計画が明

確で、住宅街、オフィス街、観光地と言う区分わけが

比較的明確です、従って平日の昼・夜、週末の昼・夜

で、それぞれの商況が大きく異なります。

この地で1 1店舗を運営されているCREATE 

RESTAURANTS ASIA PTE.LTD Managing Director川

口氏は、現在、住宅地・オフィス街・観光地に立地する

ショッピングセンターに、それぞれ和食業態中心の店

舗を、この４つのシーンをきめ細かく観察して、立地と

ブランドを選定することに注力しています。

業態としては、しゃぶしゃぶ・すき焼食べ放題の「しゃ

ぶ菜」、焼肉業態「はらみや」、定食＆お惣菜ビュッフェ

「一二味」、抹茶カフェ「MACCHA　HOUSE」、炉端焼

き業態「はまのや」です。これらの以外にも立地、セグ

メントに適した魅力的で多彩なブランドを提供する「マ

ルチブランド・マルチロケーション戦略」で、今やショッ

ピングモール内に日本食が無いところが無く、差別化

をはかり、多様性を求めるデベロッパー様からの評価

も高く、当社には賃料競争の土俵に乗らずに出店交

渉できるメリットがあります。お客様、デベロッパー様、

従業員それぞれに評価される有効な戦略と言えるでし

ょう。 

4 店 舗 を 運 営 さ れ て い る T o m i z u s h i 

International　Pte　Ltd　Directer　岩崎氏は、「我々

は、Novena、Katong、Cappage terrace、Millenia walk

のロケーションによりシンガポール人のお客様のニー

ズが多彩で、求められて要るものが違う様に感じており

ますので、きめ細やかな対応をする為、各店舗の店長

の権限により、ロケーション、お客様の層によりメニュー

構成を変え、その地域に適応した対応を柔軟に行な

っております」。

特 集 :  シンガポールでの飲食 業経営のムダの認識で筋肉質な経営をめざす。
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やめさせられただけではなく、CPF（Central Provident 

Fund）簡単に言えば、日本で言う年金ですが、ここで

は、政府が税金を使って国民の福祉に責任を持つ代

わりに、国民に貯蓄を強制する仕組みです。CPFの加

入者は、毎月の給料から一定額を積み立てることが義

務づけられますが、雇用者もまた、加入者のために一

定額を拠出しなければなりません。加入者は、積み立

てた貯蓄を使って医療費やHDB（公団住宅）の購入

費に充てたり、老後の生活資金とすることができます。

を10年近く貯められた100,000Sドル以上のお金も没

収、2週間以内の国外強制退去を命ぜられると言う方

もおられました。

その中でも、人材は確保はしなくてはならず、確保

しても維持が難しいが、Tomizushi　International　Pte 

Ltd　岩崎氏は、「人材探しは気合です！それでも人

材募集を怠らず、根気良く面接を続ければ良い人材

は必ずいます、会社の方向性やるべきことを伝えて、

日本人とのワークライフバランスの意識の違いによる確

執からの不満を解消してやり、やりがいを与える事によ

り長く働いていただいてます」。

CREATE　RESTAURANTS　ASIA　PTE.LTD 

Managing　Director川口氏は、「従業員の間の待遇の

不満と、要求をじっくり聞いてやり労働環境を整備、法

令原則シンガポールの1日の法定労働時間は8時間ま

で、週の法定労働時間は44時間までとされおり、連続

6時間を超えて仕事をする場合には、会社は必ず休憩

時間を設けなければなりません。ただし、週の労働日

数が5日の場合には、1日の労働時間を9時間まで延

長することがでる、その場合であっても週の法定労働

時間は変わらず44時間とされています。上記の1日の

法定労働時間または週の法定労働時間を超えて労働

者を働かせる場合には、割増賃金として、基本賃金の

1.5倍の賃金を支払う必要があります。これらの基本の

原則をきちんと守れば、求人に大変な苦労をすること

は無いと思います」。

そんな人材不足で締め付け政策の中でも、有効

な手段をCPA Concierge Pte. Ltd. 萱場氏への取材

を要約すると「政府はＰＩＣ Scheme（Productivity and 

Innovation Credit）サービス業について言うと、人材不

足を機器の導入により補う場合などに適用される補助

制度の様な様々な制度を導入して支援しているので、

是非活用していただきたい」。

内容の要訳をすると、

＜制度の概要＞

①IT及びオートメーション機器の購入およびリース

②研究開発費

③承認済みデザインプロジェクト

④従業員の研修費用

⑤知的財産権の取得費

⑥知的財産権の登録

これらの６つの活動に係る費用について、その対象

支出額につき400%損金算入の対象となる適格支出の

上限は、課税年度2018年度〔「Year　of　Assessment」

といい、略称としては「YA2018」です。YA2018とい

うのは2017年1月から12月までの間に決算日が到

来した決算期間をいいます〕までとし、S$400,000/

年、YA2016からYA2018の3年間通算でS$1,200,000と

する。YA2015からYA2018までの間、年間売り上げが

S$1億以下または従業員200人以下の中小企業につ

いては、PICスキームによる４００％経費控除または減

価償却の上限をS$1,800,000とする。

もしくは、

①対象期間にPICの適格支出がある

②シンガポール国内で事業主体がある

③3人以上の国民または永住権保持者を採用して

　　　いる

の要件を満たせば、60%補助金というすぐに補助金

をもらえるという選択肢もある。

と言う制度で、具体的に言うと、ipaｄの導入によりオー

ダーを取る人員削減や、自動調理器具の導入による

人手不足への補うなどへの活用。



25

<食 材の 仕 入れとコストコントロール>

この地において、日本からの輸入食材を仕入れ

る方法として、農食品・家畜庁AVA（Agri-food　and 

Veterinary　Authority）輸入ライセンスを得た輸入食

品卸し業者（サプライヤー）からの仕入れか、自社で輸

入ライセンスを得て輸入することも可能であるが、輸入

量の問題、倉庫の確保、配送手段などを考えると、ハー

ドルが高いような気がします。

当然の事ながら、海外で日本の食材は輸入品であ

り、それらを使って営業を行なっていかなければなら

ず、如何に仕入れ値を下げるか、仕入れ値が下がれ

ば、利幅が増え、筋肉質な経営に直結する。または、

仕入れ値が落ちた分を値段に反映させ、価格競争に

打ち勝つこともできる。いずれにせよ、仕入れの巧拙

が店の経営を左右することは間違いない。しかし、や

みくもに全ての値段を下げろとサプライヤーに迫るの

は賢明ではない。

まずは、情報収集することが大切だ。基本は、生鮮

輸入食材（魚介類、野菜類）日本からの空輸前の市場

価格の把握。ネットなどで東京都中央卸市場の市場

取引情報などに掲載される相場価格を読めば、現在

の仕入れ価格と比較して高値で推移しているかなどの

市場動向のだいたいの推測がつく。

次に、他の卸業者の価格情報集めだ。知り合いの

飲食店経営者から、仕入れ価格を聞いてみる。ツテが

なければ、サプライヤーに直接問い合わせればいい。

その他の食材についても、メーカーや規格、取引数量

を指定し、見積もりを取る。複数の業者に見積もりを依

頼し、交渉材料にしてみる。

同じ食材でも、複数の業者から仕入れると、双方に

適度の競争意識が芽生え、価格も努力して提案してく

る可能性がある。

サプライヤーによって冷凍品が強い、生鮮輸入品

が強い、品揃えが豊富、小回りが利く、色々なサプライ

ヤーとのつながりが強いなど、そのサプライヤーの特

徴を引き出し、うまく取引する。

ただし、他の業者が少し安いからと、性急に業者を

替えるのは得策ではない様に思う。新規の取引先欲し

さに、一時しのぎの卸価格を出し、取引が始まると徐々

に値上げをしたり、サンプルより品質の低いものを納品

する例もあるからだ。また、頻繁な配送や、小口の発

注には応じず、ケース単位の取引を要求されることも

ある。

やはり、実績がある信頼できる現在のサプライヤー

を上手に、現在抱えている問題（冷凍ストックが小さい

のでケース単位で取るのは難しい、取引品目の少ない

取引先をまとめたい、主力商品の仕入れを引き下げた

い）など問題提起していただけたら、何に協力してどの

様に解決すれば良いのかを解決しやすいです。

現在のサプライヤーの業務内容は下記の通りです

が、色々なサービスを提供できるので、下記の業務以

外も相談に応じることは可能です。

○日本からの（生鮮品、鮮魚、などを空輸、冷凍

　　品、乾物などの）輸入国際航空取扱業務

○日本からの（生鮮品以外の冷凍、乾物などの）コ

　　ンテナによる輸入国際取扱業務

○各社自社ＰＢ商品やこだわり商材の輸入、保管、

　　配達

○ご依頼品の運搬（日本側で決済済みの商品を混

　　載により低価格の配送料のみでの配達）

○バイヤーズ・コンソリデーション業務

○三国間輸送マネジメント業務

○クロス・ドック業務

<日本 食激戦 戦 国時 代の差別化をはかり
生き残る>

今後この過当競争に差別化を図る方法として、各

地方自治体、各地の生産者が、日本産品の輸出を展

示会、商談会などを通して積極的に販売経路を作ろう

とされていますが、参加者は、「今後継続的に商品を

販売してもらうパートナーを探すために参加した。一般

消費者の認知度向上のために物産フェアへの出展を

続けながら、今後は二人三脚で販売拡大を進めてい

くパートナーの発掘が必要である。」と言う声も聞こえる

が、商品同士の価格競争や地方独自の商品などで扱

いづらい商品などもあるので、二人三脚では強いパー

トナーとは言えません。

富寿司様は新潟のチェーンレストランですが、この

特 集 :  シンガポールでの飲食 業経営のムダの認識で筋肉質な経営をめざす。
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地でも新潟を全面に出し、新潟県と連携し、店舗前ショー

ケースには県の物産展示スペースを設けられ、レスト

ランでは、新潟からの直送鮮魚、契約農家からの新潟

米、新潟のご当地グルメ商品を販売されております。

オーチャードマンダリンギャラリーにある酢重様は長野

県に本社を置くレストラングループですが、またこの地

でも、長野県の契約農家からの長野県産米、味噌、醤

油、野菜、ご当地グルメ商品の販売をされております。

この様に、県産品やこだわりの日本産品を売るコンテンツ

としてのレストランそのままの輸出を目指し、自治体、

生産者との連携ができるレストランをベースに三人四

脚をベースにショーウインドウ効果を狙いながら安定し

た販路の確保、継続できる経営の飲食業を目指し、過

当競争大時代にシンガポールで生き残る差別化を図

る事が、日本食材輸出品目の安定した消費の原動力

になるのではないかと思います。

<まとめ>

日本の常識は、日本のみの常識で、海外どこの地

でも絶対に通用するものではありません。経営をする

と言う事は、開業するだけではなく、如何にスムーズに

体力を残し開業し、如何に筋肉質な体をつくり、継続

していくことが大切です。これらに挙げさせていただい

たほんの一部の事例でもお役に立てていただき、微力

ながらお手伝いもさせていただけるかもわかりません。

大切なのは、シンガポールと言う国は、凄まじいスピー

ドで町の様子、国の政策などが変わっていきます、如

何にこの国を理解し受け入れ、日本流のやり方を押し

付けるのではなく、現地の人の声を良く聞き、より良い

方法を模索し、構築し、且つこの国の人々に日本産

品、日本食、日本の心の素晴らしさを理解してもらえる

様に勤め、この国で働かせていただいてる精神、貢献

する精神を持つことが、肝要ではないでしょうか。 執筆者氏名

奥田 泰之　（おくだ やすゆき）

経   歴

昭和43年、生まれも育ちも兵庫県、甲南中学、甲南高校、甲南

大学法学部卒業。

大和ハウス子会社　大和リゾート株式会社調達購買課課長を

経て2000年に来星。

2012年までシンガポール神田川レストラン2店舗を経営、現在

は現地法人Marukawa Trad ing(s )Pte Ltdにて日本食材のサ

プライヤーとして輸入業に従事している。

特 集 :  シンガポールでの飲食 業経営のムダの認識で筋肉質な経営をめざす。
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アブラナ科野菜はコレステロール対策の強い味方。
野菜のチカラでコレステロール対策を！
Sunstar  Inc .
Deput y Manager　Marketing  H&B Business Unit

川瀬　美 保

健康診断でコレステロール値が高いと指摘され

たことはありませんか？また、コレステロール値が

高いと指摘されたけど、どうしたらいいのかわから

ないと思われている方も多いのではないでしょう

か。

｢ 脂質異常症 ｣の基準 （図 １ ） は 、① L D L コ

レステロール≧14 0m g / d L、②HDLコレステロ

ール＜4 0 m g / d L 、③中性脂肪（ト リグリセライ

ド）≧150mg/dLとされています。コレステロール

の中でも、心筋梗塞や脳卒中をおこすリスクが高

いのは、いわゆる悪玉といわれる「ＬＤＬコレステロー

ル値」が高い人であることから、ＬＤＬコレステロー

ル値の管理が重要視されています。

平成２２年国民健康・栄養調査では「脂質異

常症」が疑われる人の割合は男性22 . 3 %、女性

17.7%となっており、健康への意識が高まっている

現在においてこの数字の高さはコレステロールが

対処の難しい強敵であることを物語っています。

日本においてもこういった現実がある中、外食が

主流の食生活になりがちなシンガポールにおい

ては、さらに対処が難しい環境にあるとも言えま

す。しかし、コレステロールのことをよく知ればコレ

ステロール値はきっと下げられます。コレステロー

ルについての基礎知識とサンスターの野菜に関

する研究成果についてご紹介致しますので、これ

からの健康生活にお役立てください。 

　　　　　（図１）脂質異常症の基準

ＬＤＬ（悪玉）コレステロールが増えすぎると動

脈硬化のリスクが増大（図２）します。動脈硬化の

自覚症状は少なく、ある日突然、心筋梗塞や脳梗

塞などの重大な病気が襲ってきます。動脈硬化

は“サイレントキラー”と呼ばれている血管の病気

です。日本人の３大死因（図３）のうちの２つが動

脈硬化を原因とする疾患であることが、自覚症状

のない怖さを物語っています。 

　　（図２）動脈硬化が起こす重大な病気

■コレステロールは多くの人の 悩み

■コレステロールが増えるとどうなる？

食品食品 飲料飲料 飲食業飲食業・・ ・・
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　　（図３）平成２１年日本人の死亡原因

「脂質異常症」が進行すると血管を傷つけ動脈

硬化の進行を促進させます。血管についた細か

な傷からＬＤＬコレステロールが血管壁に入り込

み、血管の内側にたまったＬＤＬコレステロールが

活性酸素によって酸化することで動脈硬化を加速

させるきっかけとなります。本当の悪玉は酸化した

ＬＤＬコレステロールなのです。

コレステロール増加は偏った食生活が主な原

因ですが、さらに喫煙・ストレス等がＬＤＬコレステ

ロールの酸化を促進することがわかっています。

最近では｢日本人の食事摂取基準（2015年版）

の中で、日本の厚生労働省が食事由来のコレス

テロール摂取目標量を撤廃するという動きがあり

ましたが、これらの関連記事をご覧になって、コ

レステロールはもう気にしなくてもよいのではない

か？と思われた方もいらっしゃるかもしれません。

これは健常者において食事由来のコレステロール

摂取量と血中コレステロール値に明確な因果関

係が得られなかったことを受けて、摂取目標量が

撤廃されたものです。

しかしながら、そもそもコレステロールの約７割

は体内で合成され、食事由来は約３割しかないと

言われています。血中コレステロール値の高い方

では、食事由来のコレステロール摂取量が血中

コレステロール量に影響することも考えられます。

しかも、これは食事から摂るコレステロール量につ

いてであり、血中コレステロール値が高い方は、

動脈硬化のリスクが高いことには変わりありません。

やはり、コレステロールとうまくつきあうために

は、バランスのとれた食事や適切な運動を行うな

どの生活習慣の見直しが必要となりますが、生活

習慣の改善には、次の４つのポイントに心がける

と良いといわれています。

生活習慣を見直すポイント

１）	 バランスのとれた食事

２）	 適切な運動の習慣化

３）	 節酒と禁煙

４）	 ストレス解消

　　　　（図４）生活習慣チェックリスト

生活習慣の見直しは必要ですが、具体的に何

から手掛けたらよいかよくわからないと思われてい

る方もいらっしゃるのではないでしょうか。そんな

方には、まず野菜を多く摂ることをおすすめしま

す。

野菜にはコレステロールを排出し、酸化を防ぐ

といった凄いチカラがあります。野菜に含まれて

いる食物繊維がコレステロールの吸収を抑えて、

     ■コレステロール増加の原因

     ■コレステロール対 策のヒントは“野菜”
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体外に排出します。さらに、野菜には活性酸素に

よる酸化から体を守る「抗酸化作用」を持つ栄養

素が含まれており、ＬＤＬコレステロールの酸化を

抑制することにつながることから、野菜はコレステ

ロール対策としても強い味方になるのです。

抗酸化作用をもつ野菜の栄養素に｢抗酸化ビ

タミン｣と呼ばれる物質（βカロテン・ビタミンＣ・ビ

タミンＥなど）がありますが、単独で摂取してもＬＤ

Ｌコレステロールの酸化を抑制する効果はあまり

期待できないといわれており、しっかりと野菜を摂

取することが大切になります。

しかしながら、１日の必要摂取量から見ると野

菜が不足している方が多く、１日あたり必要な野

菜摂取目標量が３５０ｇ*であるのに対して、平均

野菜摂取量約２７７ｇ*となっており、約７３ｇの野

菜が不足している（図５）と言われています。さら

に、外食中心となりがちなシンガポールにおける

食生活を考えると、より一層の野菜不足となって

いることも懸念されます。

＊出展：厚生労働省

　　　　　　｢平成２３年国民健康・栄養調査｣

　　　　　健康体力づくり事業財団

　　　　　　｢健康日本２１｣

　　　（図５）１日の野菜摂取量の推移

サンスターでは健康に対する野菜の有用性に

着目し、その有用性をコレステロール対策に最大

限に活かすため長年にわたる研究を行ってきまし

た。健康に対する野菜の有用性はそれまでの研

究の蓄積があったものの、コレステロールの低下

作用に関しては有用成分の調査を一からスタート

しました。さまざまな野菜成分を綿密に調査し、そ

の結果ついにアブラナ科野菜のブロッコリーとキャベ

ツに由来する天然アミノ酸ＳＭＣＳ（Ｓ－メチルシ

ステインスルホキシド）にＬＤＬコレステロールを低

下させる作用のあることを見出し、臨床試験にお

いてもコレステロール低下作用を実証しました。（図６）

この野菜のコレステロール低下作用に関する研

究は国際動脈硬化学会にも発表され、学術雑誌

への論文投稿により注目を集めました。

　（図６）ＳＭＣＳを含む飲料の有用性（飲用評価）

コレステロールは肝臓で、酵素によって胆汁酸

に変化し排出されます。ＳＭＣＳはその酵素の働

きを活性化させる働きがあり、肝臓における胆汁

酸の合成を促進させます。それによって胆汁酸に

変化し排出されるコレステロールの量を増やしま

す。これが野菜の天然アミノ酸ＳＭＣＳによるコレ

ステロール排出効果なのです。（図７）

■野菜に関する研 究 成 果

■野菜の天然アミノ酸｢ＳＭＣＳ｣の

パワー
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（図７）ＳＭＣＳによるコレステロール排出効果

サンスターは、本当の意味の長寿とは｢いかに“

健康に”長生きするか｣であると考えています。そ

して、その実現のポイントは『野菜力』であると確

信し、成分の研究を長年続けてきました。その長

年の研究成果により、コレステロール対策にはＳ

ＭＣＳを多く含む野菜（ブロッコリー・キャベツ）の

摂取が効果的であることがわかりました。コレステ

ロール値が気になる方や高めの方には、ＳＭＣＳ

を多く含むブロッコリーやキャベツなどを積極的に

摂ることをおすすめします。しかしながら、なかな

か食事で野菜を充分に摂ることが難しい方には、

ブロッコリーやキャベツなどを使った野菜飲料で

摂るという方法もあります。そういった方法をうまく

使って、手軽に野菜補給しながらコレステロール

対策をすることなども取り入れてみてはいかがで

しょうか。

執筆者氏名

川瀬　美保　（かわせ　みほ）

経   歴

大学卒業後、サンスター技研株式会社にて研究開発に携わ

り、1997年にサンスター株式会社に異動。現在、ヘルスアンド

ビューティ事業部において健康道場ブランドのマーケティング

を担当。
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8-9月 JCCIイベント写真

JCCI 8-9月イベント写真
8月21日‐23日　
Federation of  Japanese Chamber of  Commerce and Industr y in ASE AN (FJCCIA)

8月25日　観 光・流 通・サービス部会・第二工業部会共催 
              「シンガポール・マレーシア史 跡 視察会」

8月29日　第3工業部会　懇親ゴルフ
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9月3日　
金融 保 険 部会主催 講 演会「AEC（A SE AN 経済共同体）の現状と意義 ～欧 州連合との比 較 から」

9月8日　帰国留学生の修了プレゼンテーション

早 稲田留学生 Ms Janice Chen APU留学生 Ms Lim Huimin



33

9月9日　運 輸・通信部会、第3工業部会、金融・保険部会共催　
            「PSAインターナショナル・港 湾施 設視察会」

9月15日　会員 勉強会　
インドネシアの人事管理基 礎を学び、日系企業が直面する労務問題に備える！

9月17日　9月度会員講 演会「最近のインドネシア法務トピックについて」







36



37



38



39



40



41



42



43



44



45

「アフタヌーン・ティ・サロン」を開催しました　　

　7月7日（火）、東京六本木の在日シンガポール大使館にて、80名の参加を得て「アフタヌーン・ティ・サロン」を開

催しました。「佐川 守正＆比美子 愛のうた」コンサートは、夫妻ならではの息のあったハーモニーにより、日本のう

た、ミュージカル・ナンバーをご披露いただきました。

　つづいてダイニングルームに移り、英国やシンガポールでおなじみの「ハイティー」をお楽しみいただきました。お

茶や軽食、スイーツの数々が供され、皆様思い思いにご歓談いただきました。会場を快く本会にご提供いただき、ま

たおもてなしをご用意いただきましたチン大使ご夫妻、また設営などにご尽力いただきましたシンガポール大使館の

スタッフの皆様に心からお礼申し上げます。本誌を手にされた方も、ご帰国されましたらお気軽にこのイベントにご

参加ください。

		

≪日本シンガポール協会よりお知らせです≫
　

日本シンガポール協会便り30
	
  	
  

	
  	
  

	
   	
  



 ≪ 8-9月　活動報告 ≫

観光・流通・サービス部会主催「シンガポール・マレーシア史跡視察会」

　8月25日　観光・流通・サービス部会と第2工業部会共催で史跡視察会を開催いたしました。かつて日本軍が当地へ侵攻し
てきたルートをバスと散策で巡り、シンガポールとジョホーバルーのそれぞれの日本人墓地では、献花と黙祷を捧げました。

第1工業部会/貿易部会共催「シンガポール史跡視察会」

　8月31日に第一工業部会及び貿易部会との共催でシンガポール史跡視察会を行いました。日本人会史蹟史料部の白石様に
各史跡のご解説をいただきながら、1995年にシンガポール政府によって建てられた11基の戦跡紀念碑の一部を訪問致しま
した。シンガポール建国50周年の節目の年として、とても意義のある見学会かと存じます。参加者の皆様より、 非常に知見
が深まりましたとフィードバックをいただきました。　

金融・保険部会主催講演会　「AEC （ASEAN経済共同体）の現状と意義 ～欧州連合との比較から」　
　9月3日（木）には、金融・保険部会主催講演会による講演会「AEC（ASEAN経済共同体）の現状と意義～欧州連合との
比較から」を開催しました。今回は、国立シンガポール大学公共政策大学院教授のRazeen　Sally氏と、同大学院兼任教授
の、田村 耕太郎 氏（元参議院議員、元内閣府大臣政務官（第一次安倍内閣））を講師にお招きし、第一部ではSally教授に
よるプレゼンテーションと、第二部では田村氏をファシリテーターにお迎えした対談形式にてご講話を頂きました。AECに関
しては、現状あまり進展はなく10カ国の集まりにすぎないといった現状分析や、EUと比べての市場統合の難しさやその将来
像などを、データに基づき、アカデミックな観点から冷静かつ率直にご解説を頂きました。ご参加者からも多くのご質問を頂
き、活発な質疑応答となりました。

≪ 2015年10月　行事予定 ≫     

開 催 日 開催区分 イベント名 時間・場所

10月2日（金） 部会
運輸・通信部会・第2工業部会共催

「Singapore Maritime Gallery見学会」

15:15-17:00

Singapore Maritime 

Gallery

10月2日（金） 部会 第1工業部会　懇親ゴルフ
12:00-21:00

Sentosa Golf Club

10月8日（木） 基金
第2回留学生制度委員会

「早稲田大学留学生選考会」

14:30-17:00

JCCI事務局　会議室

10月15日（木） 懇談・その他 JCCI無料経営相談窓口
14:00-16:00

JCCI事務局　会議室

10月21日（水）
－10月25日（日）

視察
2015年度　海外視察

「トルコ・イスタンブール視察団」
イスタンブール

10月29日（木） 部会
第1工業部会

「ジュロンシップヤード見学会」

13:00-15:30

Jurong Shipyard @ Tuas
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＜編集後記＞

シンガポールに来て早いもので５カ月が経過しました。幸運にもその間に建国５０周年と総選挙というこの国にとっての大きな節目を体験させて
いただきました。建国５０周年イベントはテレビで見せていただき、陸海空軍の統制のとれたパレードやショー、観衆の赤一色の光景に少しの違和感
とシンガポール人の愛国心を感じました。先日の総選挙では、与党の人民行動党（PAP）が８９議席中８３議席を獲得、圧勝に終わりました。PAPは
安定多数を確保、今後４年間リー・シェロン首相のもとで引き続き政権を担当することになり、シンガポールが独立した１９６５年以来、継続して政権
を担っていきます。

世界にはさまざまな国があり、その国々で価値観や常識が異なるということ、頭でわかることと実際にその国で生活して体験してみるのでは、肌
で感じる分ずいぶんと違うものです。私ごとですが、先月より妻と子供（小学生と幼稚園）が来星しました。日常の生活の中で、愉快なこと、不愉快な
こと、当たり前が当たり前じゃないことなど、家族がみんな毎日新しい発見をしています。また、日本を離れてみて初めて日本の素晴らしさも実感して
います。海外での生活は大変なことがたくさんありますが、きっと子供たちにとっていろいろな考え方や価値観があるということを体感できることは
大きな財産になると思っています。

最後になりますが、ご執筆者の皆様には、お忙しい中ご寄稿いただきましたことをこの場をお借りして心より御礼申し上げます。
                                                                                                                       （カジマ オーバーシーズ アジア　中川）

＜10月号担当　広報委員紹介＞

○名前　東間 譲 
○出身　東京都
○在星歴　2011年1月〜
○会社名　シンガポール三菱倉庫会社
○仕事内容　国際輸送(航空貨物)
○趣味　食べること、飲むこと
○シンガポールのお気に入り　私のお気に入りはイーストコーストパー
クです。近所に住んでいることもあり、朝散歩したり、家族でサイクリ
ングやエクストリームパークで遊んだり、何度行っても飽きないです。
もちろん、汗をかいた後は海辺でキンキンに冷えたタイガービールが
欠かせません。
○月報読者の皆様へ
"月報"は、情報のデジタル化が進む中、アジアの先進国シンガポール
で、敢えて紙媒体の冊子という昔から変わらぬ形で、時間をかけて吟
味してから、会員企業の皆様へ向けた情報を発信しております。他の
メディアとは一味違う記事を是非お楽しみ下さい。

○名前　中川　琢朗
○出身　兵庫県
○在星歴　5カ月
○会社名　カジマ オーバーシーズ アジア
○仕事内容　営業
○趣味　子 供と遊ぶこと、食べ歩き、旅行（国内では特に温泉）、格
闘技観戦、スポーツジム
○シンガポールのお気に入り　ボタニックガーデン、ホーカー
○月報読者の皆様へ
いつも購読いただきありがとうございます。難しい議題のみでなく、身
近なトピックとわかりやすい内容をお届けできるよう心掛けていきた
いと思います。

（左： 東間様、右： 中川様)
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